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東京地裁（本庁）における不動産執行事件（強

制競売、担保権の実行としての競売）の最近の動

向は、きわめて順調に推移しており、平成15年１

年間の統計では、申立件数（新受）の4609件に対

し、処理件数（既済）が4969件であり、同年末に

おける未済件数（在庫）は4436件となっている。

不動産執行事件の未済は、そのピークが平成７年

の１万6818件であったから、昨年はピーク時の26

パーセント程度にまで減少したことになる。この

間、事件の申立件数（新受）は、最近は比較的安

定しているものの、いわゆるバブル崩壊の影響に

より依然として高水準をずっと維持していたので

あるから、未済件数の大幅な減少は、大量の申立

件数をさらに大幅に上回る事件処理がされたこと

によるものであることになる。

事件処理の内容についてみると、まず事件処理

の期間であるが、未済事件が大量に残っていた一

時期は、処理期間がある程度長期化することが避

けられなかったが、その後はこの点も大幅に改善

され、最近では、通常の事件であれば、申立てか

ら６か月以内に売却が実施され、早いものは８、

９か月で配当手続が完結するというペースが定着

してきている状況にあり、この点でもきわめて順

調である。また、不動産の売却が実施された場合

の売却率（平均）についても、平成10年前後ころ

は、50パーセントからせいぜい60パーセント程度

であったのが、平成12年は67パーセント、平成13

年は73パーセント、平成14年は76パーセントと順

調に向上し、平成15年には80パーセントに達する

までに至っている。

以上のような順調な事件処理が実現しているの

は、執行裁判所の人的、物的な整備が進捗したこ

と、次世代不動産事件処理システムが導入される

など、事件処理にＯＡ化が図られたことなどに起

因すると考えられるが、それとともに、執行裁判

所及びその関係者（機関）が、我が国の社会、経

済情勢を踏まえた民事執行事件に対する国民の要

請に応えるために、事件及び事件処理の法律上、

事実上の問題点について調査、研究し、それを前

提に執務の改善に向けた工夫その他の不断の努力

を継続してきた結果によることであることも大い

に評価されてよいはずである。当庁の評価人は、

評価人会及びその分科会において、評価に関する

諸問題の研究会を実施し、その他評価事務の改善、

向上に向けた活動を長年にわたって精力的に継続

してきた実績があり、また、執行裁判所と連携、

協働して、個別の不動産執行事件において評価に

関連して生起する各種の諸問題の解決に向けた適

切な対応を実現させていることも明らかな事実で

ある。これらの評価人の不断の努力と執行裁判所

との良好な連携、協働体制が、当庁の不動産執行

事件において、個別事件における適切で迅速な評

価となってあらわれ、また全般としても国民から

の要請にも応えた適正かつ順調な事件処理に大い

に貢献しているのであって、その結果、たとえば

上記のような好調な売却率や事件処理が実現して

いるといえるのである。そして、以上は当庁の評

価人に限らず、それぞれの事情を反映した差異が

あるとしても、全国の執行裁判所における評価人

においても基本的に妥当していると思われる。

法制審議会の民事訴訟・民事執行法部会は、本

年１月30日、「民事訴訟法及び民事執行法の改正
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に関する要綱案」をとりまとめ、これを受けた同

審議会の総会は、２月10日、同内容の要綱を法務

大臣に答申した。政府は、この要綱を取り込むと

ともに他の法律の改正部分も含めた「民事関係手

続の改善のための民事訴訟法等の一部を改正する

法律案」を閣議決定して第159国会に提出し、現

在、今国会でこれを審議中である。この法律案で

は、周知のとおり、民事執行法の不動産執行にお

ける最低売却価額制度についても一定の改正が加

えられることになり、この点について、様々な議

論がされているようである。しかし、現に不動産

執行の実務を担当し、また、法制審議会の民事訴

訟・民事執行法部会に出席していた者として一言

しておくと、現行法の最低売却価額制度は、不動

産執行における債権者、債務者、所有者その他の

関係者の正当な権利ないし利益を確保し、その間

の公平を図るものとして必要不可欠な制度であ

り、民事執行における正義と公平の観点から、こ

の制度を基本的に維持すべきであり、今回の法改

正によっても、その点については何ら修正を加え

られていないことが明らかである。法制審議会の

議論においても、学者、弁護士等の実務家、有識

者らで構成する委員の意見は、当然ながら、むし

ろ現行の最低売却価額制度を維持すべきであると

いうものがほとんどであった（最低売却価額制度

が円滑な競売実施の妨げとなっているという意見

も外部からは寄せられていたが、そのような意見

は、その前提として民事執行実務の現状について

正当な把握がされていないようであった。）。要す

るに、今回の改正が実現しても、その法律上の名

称はともかく最低売却価額制度自体の骨格と役割

は不変であり、その重要性にいささかの変化もな

いのであり、したがって、これを決定する前提と

なる評価という制度の重要性も何ら変更が加えら

れていないことを改めてここで確認しておきた

い。

不動産執行において、適正で迅速な評価を実現

することは、評価人の使命であり、個々の事件処

理を適切に進行する上でも、不動産執行制度が制

度として適切に維持されるためにも必要不可欠な

要請である。評価人が、今後とも執行裁判所と連

携してこの使命を実現することにより、評価人あ

るいは評価という制度について、外部からも正当

な評価を与えられるよう努力されることを期待す

る。




